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視 点

変わるＭ字カーブをどう受けとめるか

No.134 1999年12月

すでに広く知られているように日本の女性の労働力率を年齢別に見る

と、20代前半と40代後半をピークとし、20代後半から30代前半をボト

ムとするM字型カーブを描く。このような形はOECD内では、日本と韓

国だけである。他の国々の女性は、男性と同じ逆U字型を描いている。

ここで年代によって3つのMを比べてみたい。第1次産業から、第2次、

第3次産業へと就業構造が変化するにつれ、男性がモーレツに働く一方

で、女性は出産・育児期の就労が難しくなり、退職が増えていった。M

字型の後の山は中高年女性の就業が進んでいることをしめしてい

る。90年以降ではＭ字全体が上方にシフトしている。これは女性の労

働市場への進出が進んでいるためだ。また、M字型はその谷のピ－クの

部分、つまり出産・育児期に職を離れる年齢が大きく右へ動いてい

る。98年のM字型は90年と比べ二つの違いが見てとれる。一つは20代

後半の離職が減り、ピークでの就労率の落ち方も減っている。これは、

高学歴化と関係するのだろう。もう一つは、50代からの就労率がさら

に進んでいることだ。

経済企画庁が毎年行っている「国民生活選好度調査」では暮らしのゆと

りや少子化、高齢化、教育、子育てなどのデータが載せられている。こ

の調査から、子どもの就学状況と母親の働き方との関係をみてみよう。

小学校から大学までに通う子どもを持つ人を対象にした調査で、家計状

態からみた教育費の負担感が「苦しい」と答えた人は、98年では
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67.2％にも上っている。1976年のＮＨＫの調査（家庭と教育調査）で

は、「非常に苦しい」「ちょっと苦しい」を併せた割合は24.8％であっ

たから、教育費の負担を実感している人が増えているといえよう。消費

者家計調査によると消費支出に占める教育関係費の割合は、76年の

5.5％から97年の8.8％へと上昇してきたが、意識の上での負担感はさら

に大きいようだ。調査によれば、子どもの就学状況が上がるにつれフル

タイムで働く母親が増えている。これを母親の就業形態によってフルタ

イム、パートタイム、専業主婦の3つに分けてみると、第一子がまだ小

学校就学前では専業主婦の割合が多いが、子どもの年齢が上がるにつれ

て、その比率は下がっていき、逆にフルタイムの割合が高くなる。しか

し、子どもが就職するにつれて再びフルタイムが減少し、専業主婦の割

合が多くなる。また、パートタイムでは第一子が小学生から大学生にか

けてほぼ30％台となっている。中高年女性の就労は若年女性に比べ

て、「家計費の足し」や｢生計の維持｣のために働くことが多いと考えら

れるので、子どもの就学状況にあわせて母親が就業形態を変えている可

能性は十分考えられる。

同じ調査で「長寿社会になると社会全体としてどのようなことが問題に

なってくると思いますか」について、男女とも「年金の給付と負担のバ

ランス」が最も多く、男性で61.1％、女性で55.9％にものぼっている。

しかしより身近な課題である「寝たきりなどの高齢者の介護」の回答を

みると男女の差は大きい。女性では41.7％であるのに対し、男性では

31.5％となっており10ポイント以上女性の方が高くなっている。実際

に高齢者を介護している人は全国で73万5千人いるが、そのうち女性が

60万5千人占めており、さらに年間9万人の女性が介護のために離職

(「平成10年度国民生活白書」)しているという。白書では「女性の高齢

者の介護に対する関心が高いことがうかがえる」としているが、「関心

の高さ」は、近親者への介護の多くが女性に負担をしいている現実を明

らかにしている。ちなみに、男性が女性を大きく上回っている項目は



視点

http://www.rengo-soken.or.jp/dio/no134/siten.htm[2008/10/07 9:28:26]

「高齢者の雇用確保」である。

こうしてみると、男性は高齢になっても、自分の生きかたを家庭の外を

中心に考えており、女性は身近な介護や子どもの教育など家庭の中から

外に向かって関わりを持とうとする構図が浮かび上がってくる。こうし

た男女の生きかたの隔たりを、労働組合も考えずにいられない。

「連合21世紀への挑戦委員会」が編集した『21世紀への挑戦』には現

在の労働組合リーダーたちの興味あるレポートが収められている。その

中で、今後の組合の組織化は正社員中心ではやって行けない、と多くの

人が指摘している。パートタイマー、関連企業を含めた組織化が重要だ

という認識はかなり広がっている。DGB（ドイツ労働総同盟）でも、女

性の社会的な進出はフルタイムでなくても支援する必要があるのではな

いかという議論が進められている。

委員会のメンバーの一人、正村公宏教授は同書の中で「家族のかたち、

地域のかたちとというのは文明のかたちである」と述べている。働きか

た、雇用のかたちは家族のかたちと無縁ではない。M字型カーブの変化

から家族の変容を読み取る事も可能だ。春季生活闘争を前に、家族のか

たちや生きかたに想いをめぐらす議論を、労働組合と組合員家族に期待

したい。
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寄 稿

脱ガンバリズム宣言

学習院大学経済学部助教授 玄 田 有 史

私は「頑張る」という言葉が好きになれない。はっきり言うと嫌いだ。「頑張れ」と気軽に言われるの

も好きではない。「頑張れ」が励ましであることがわかっている場合でも、申し訳ないが率直によろこ

べないことがしょっちゅうある。ひねくれているのだろうか？

でも私の周りをみると「頑張れ」が嫌いな人が少なからずいる。そう考えると、たんに私個人の嗜好の

問題だけでもなさそうな気がしてならない。

それにもかかわらずテレビを見ると「頑張る」「頑張れ」「頑張って」のオンパレード。スポーツ番組

が特にそうで、野球、サッカー、マラソン、相撲のインタビューはつねに「頑張ります」。その一方で

ペルージャのNAKATAは、マスコミから「頑張ってください」と何気なくいわれると露骨に不快の様子、

「いいぞ、いいぞ」と思ってしまう。

どうしてこんなに「頑張る」が嫌いなんだろう？ここまで既に9回も「頑張」を書いてしまった。字を見

ただけでなんかウンザリしてきた。しかし、嫌いな原因が分からないというのもモヤモヤするものだ。

そんななか、村上龍氏が編集長をしているJapan Mail Media（http://www.agey.co.jp/JMM/）というイ

ンターネットで展開されている雑誌を眺めていたら、おもしろい表現に出遭った（11月8日配信）。村上

氏によれば「頑張って」が激励として成立するのは、相手が何かをすでに始めていてそれが継続されて

いるという前提が必要というのだ。「頑張って」という激励がもっとも効果的なのは、救助を待ちなが
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ら命綱にぶら下がっているような場合だという。リハビリを受けている患者、冬山で遭難して空腹と寒

さで眠ってしまいそうな友人、綱引きをしている人々などが「頑張って」の対象として最適なのだとい

う。たしかに、大地震によるビルの倒壊によって生き埋めになりながら救命をじっと待ち続ける人への

言葉は、「頑張って」以外適当な言葉は見当たらない。

これは「なるほど」と思った。きっと私には「何かをすでに始めていてそれが継続されている」という

前提が成立していないのだ。ただそれと同時に、継続ではなくて新しい領域に挑んでいくNAKATAや

NANAMIのような人にとって「頑張れ」がナンセンスな励ましの言葉となる理由もよく分かる。

ところでここ最近の日本の人事・労働問題のキーワードは何かと問われれば、それは間違いなく「成果

主義」だろう。「成果主義」と「頑張れ」は、一体どんな関係にあるのだろう？

成果主義では、短期的かつ顕在的な成果に応じて報酬を決定することによって、成果を出した人を厚く

遇するという。「頑張っても、頑張らなくても、どっちでもいいから、とにかく成果を出してくれれ

ば、それを評価しよう。」「君の努力の結果だろうが、偶然のせいであろうが、そんなこたあどうでも

いい。いい成果であればそれでいいのだ。」

これに対して、働き続けている行為を評価するという意味での「年功主義」は、まさに「頑張って」の

システムである。成果主義がガンバリズム（そんな言葉があるのかは知らないが）の対局にあるのだと

説明してくれるのならば、よく理解できる。もし会社が、何かを持続するのではなく、新しい領域に挑

戦しようとする社員に対して「成果主義」を宣言するのであれば、それによって社員が冷静かつ攻撃的

にリスクに向かっていくことも期待できるかもしれない。

ただし「成果主義」的な制度を作っただけでは、実際のファイト、すなわち「やる気」につながらない

のも事実のようだ。制度に加えて、仕事範囲や目的の明確化、成果や評価に関する情報公開、能力開発

の機会確保といった条件が同時に整備されてはじめて社員は頑張るのではなく、「成果主義」のもとで

静かに燃えるのだろう。

「君の成果に期待している」の成果主義が、真に励ましの言葉となるためには、その職場や仕事の機能
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条件を整備することが欠かせないのである。

こんなことを考えていたとき、他にも「頑張って」が嬉しい場合とそうでない場合があると学生から言

われた。「自分が知らない人から「頑張って」と言われると自分は元気が出るときがある。それに対し

て、自分をよく知っているはずの友達や家族から何気なく「頑張って」や「頑張りなさい」をいわれる

とヤダなと思う。」

たしかにそうだ。これは何を意味しているのだろう？

再び会社の人事管理に話題に戻してみたい。新人社員など勤続年数の短い若い人々にとって、会社自体

は「よく知らない人」の存在に近い。そんな会社から持続して働き続けていることを「よく頑張ってい

る」と評価されることは、若い社員のやる気を高めるのではないだろうか。持続的な努力を評価すると

いう意味での年功的な賃金体系は、若年の生産性上昇に案外有効かもしれない。そう考えると、若年に

対しては年功主義を放棄するのではなく、むしろ強化すべきだということになる。

若年社員に比べて、会社とよく知っている間柄である長期勤続の社員、会社経営に近い管理職層に対し

て「頑張って」の年功主義はむしろマイナスに作用するおそれもある。頑張り過ぎてノイローゼとなっ

た患者に対して「頑張って」と気軽に言わないようにと、カウンセラーは指導するという。頑張り続け

て長期勤続者となっている人々にさらに「頑張って」ということは心理的な負担を増すばかりで、やる

気や生産性の上昇にはならない。

日本語には「頑張れ」に代わって人々を励ます言葉がきわめて少ない。しかし、日本人の多くが将来に

不安を抱くなかで「頑張って」に代わる言葉が、そろそろ生み出されてもいいはずである。

あなたは「頑張れ」という言葉が好きですか？
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報 告 連合総研フォーラム

「国際経済の動向と日本経済の課題」

中央大学総合政策学部教授 田 中 努

第12回連合総研フォーラムが1999－2000年度経済情勢報告「安心社会への新たな発展の布石」という

テーマで11月２日、都市センターホールにおいて開催された。本稿は、当日行われた講演のうち、田中

努中央大学教授のご講演内容を事務局の責任で再構成し掲載するものである。

本日は、「国際経済の動向と日本経済の課題」というテーマで、今、国際経済に何が起こっているか、

それが日本に対してどのような影響をもたらすか、そのような観点からなるべく大づかみなお話をして

みたいと思っております。

国際経済情勢－

グローバリゼーションによる影響

今、国際経済の状況をみますと、何といってもアメリカが絶好調という状況にありまして、最近、果た

していわゆるソフトランディングが可能になるのか、それともクラッシュランディングになるのかとい

う点に非常に注目が集まってきています。この問題は非常に難しい。ある意味では誰にもわからないよ

うな点があります。日本のエコノミストは、どちらかというと悲観的な見方に立たれる方が多いように

見受けられまして、近々株式市場の大暴落が起こるのではないかという観測もかなりあるわけです。し

かし、この問題はもう少し根底にある大きな世界経済の流れというものの中からとらえていくことが必

要ではないかと思います。

その流れとは何か。これは端的にいうと、グローバリゼーションです。その大きな流れが今、世界経済

に大きな影響を与えつつあります。果たしてグローバリゼーションというのは一体何物であるか。これ
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の受け取り方も、日本ではよくグローバリゼーションというけれども、それは妄想なのではないか、誇

張されているのではないか、昔にも起こったことではないかという受けとめ方が多いように感じられま

す。けれども、私は、今起こっているグローバリゼーションというのは、今までのグローバリゼーショ

ンとはかなり違って、非常に根本的な改革、革命とでもいったものを世界経済にもたらしつつあるので

はないかと考えています。

グローバリゼーションの進展の要因

①市場改革、市場革命

グローバリゼーションを進展させている力として、3つの要因を挙げることができると思います。 1つ

は、アメリカを中心として起こっている市場改革、市場革命という動きです。日本でも規制緩和、民営

化、行政改革等々自由化の動きがとうとうとして起こってきましたけれども、その本家はアングロサク

ソン系のアメリカとイギリスで新たに起こった、いわゆる新保守主義革命とでもいうべきものが根底に

あります。アメリカも、1960年代、70年代、80年代の前半ぐらいまでは、かなり規制の多い社会でし

た。この規制というのは、1930年代の大恐慌時代につくられたいろいろな規制。日本でよく1940年代と

いわれますけれども、アメリカは30年代から40年代にかけての規制が今まで残っていたということでは

ないかと思いますが、それが80年代の後半から急速に取り払われて市場が活性化しまして、経済効率が

格段に向上したという現象が起こってきました。

この勢いで、ソ連型の社会主義的な経済運営が崩壊しまして、市場経済がそこに入り込むという形に

なったわけです。これが中国その他等々にも影響していますし、また日本にもその大きな波が押し寄せ

てきている。これはマーケットの活性化、効率化ということですから、このように世界的なつながりが

非常に密接になっている状況のもとでは、自分たちの市場経済を効率化しないと太刀打ちできないとい

うことから、これが一気に世界に広がる、そういう力を働かせてきたということであるかと思います。

②技術革新の進展

2つ目は、何といっても技術革新の大きな波が今、起こっているということです。大げさな言い方をすれ

ば、今から１万年前ぐらいの農業革命、200年前の産業革命にひきつづいて、今、新しい技術革新の波が

情報化を中心に起こっているということかもしれませんし、控え目にみても、20世紀の初頭に起こりま
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した電気、鉄道、自動車といった大型の技術革新の続出した時期にも比すべき時期であるということは

ほぼ間違いないのではないか。そういう中で、先頭を走っているのがアメリカです。世界中から優秀な

科学者、大学院の学生を集めまして、多数の理工系のノーベル賞学者を輩出している。これは、基礎研

究から応用研究までの広がりをもって、大学からベンチャービジネスまで直結するという形で進んでい

るという意味で、普遍的な性格をもつわけです。それが、アメリカ以外の世界に急速にそれが波及して

いるということではないか。

③情報化社会への移行

3つ目は情報化社会ということです。アメリカは80年代ごろからこういう状況に次第に移行して、90年か

らその勢いが一層加速した。これまた情報は国境を越えて、社会主義圏にも波及しましたし、世界中に

これが波及するという形で、日本もかなりおくれているように見受けられますけれども、その波に今、

入り込んできたという状況ではないかと思います。

グローバリゼーションの進展が

加速化した３つの理由

これだけですと、今までだっていろいろ輸送とか通信の革命は起こった。技術革新だってどんどん進ん

できた。市場もどんどん発達してきたという、一種の連続的な過程の上にあるとももちろんいえるわけ

ですけれども、最近起こっておりますこれらの動きの加速化、非常にスピードが速い、非常に強い波及

作用をもっているという点について、もう幾つかの点を考えてみる必要があるのではないかということ

で、3点申し上げたいと思います。

1つは、今申し上げました３つの流れが互いに相乗効果をもたらしているという点です。市場改革が起こ

る。そうすると競争が激化する。そのことによって技術革新が促進される。そうした中で、情報関連の

技術革新も進んで、情報化が進む。インターネット等の新しい情報手段が出てくる。そのことによっ

て、市場メカニズムの効率化が一段と進む。そうすると、また競争が激化して技術革新が進む。そのよ

うな相乗効果が働いている可能性がある。これが第１点です。

第2点は、技術革新というもののもつ外部効果です。技術革新とそのもとにあるいわゆるＲ＆Ｄ、研究開
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発、これはいまやそれによりもたらされる私的な利益、自分の会社で開発した技術が自分の会社にもた

らす利益をはるかに上回る、社会的な利益を及ぼすようになってきています。いろいろな推計によりま

すと、これはおよそ倍ぐらいの外部効果がある。内部効果に対して、外部効果はその倍ぐらいあるとい

う推定が行われているわけですが、もちろん、特許によりまして応用面の技術は保護される。これが私

的な利益になるわけで、こういうことがありませんと、技術開発そのものが行われるインセンティブが

働かないわけですけれども、それによりまして保護されている以上の利益が外部効果として発生する。

これが国境を越えて、どんどん波及してくる。その利益というものを享受し、積極的にそれを活用し

て、さらに技術革新を進めていく。そのような形で、技術革新が今どんどん世界に広がりつつある。こ

れが2点目です。

3点目は、情報化と関連しながら技術革新が進んでいることから、ネットワーク外部性という効果が働く

ことです。これは必ずしも回線でつながれているという意味でのネットワークに限りません。もう

ちょっと広い意味で、同じ製品を利用しているとか、そういうことまで含むわけです。そういう意味で

考えますと、例えばウィンドウズとマッキントッシュ、これは当初は互角でありましたけれども、ウィ

ンドウズの利用者が次第にふえるに従って圧倒的な強みを発揮しまして、一時はほとんど独占状態まで

近づいたということがあります。ほかの人が使っている回線、あるいはほかの人が使っている基準と同

じものを使うようになると、そこに余計な利益が生じる。これがネットワーク外部性というもので、一

旦これに入り込みますと、なかなかここから外れることができない。タイプライターのキーボードの配

列がいまだにパソコンのキーボードの配列につながっていて、もっと効率のいい配列が提唱されても、

それはネットワーク外部性によりまして排除されてしまい、マーケットシェアを獲得するに至らない

で、やがてなくなってしまう。こういうことが至るところで起こる。これが現実ではないかと思いま

す。

グローバリゼーションの負の側面

この困った点は、必ずしも一番いいものが広まるとは限らない。たまたま何らかの理由で最初にシェア

を拡大したものが、歴史的な事情によりましてだんだんと勝ち残っていく。ついには一人勝ちするよう

な状況にもなってくる。そのような力が働きまして、グローバル化、それをもたらしているいろいろな

要因がどんどん広がり、かつ強まってきている。こういうことが今、起こっているのではないかと思う
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わけです。これがどういう影響をもたらすか。もちろん、経済の効率化がどんどん進むとか、技術革新

がさらに加速化するとか、情報化がどんどん進むという点はプラスの点かもしれませんけれども、同時

にマイナスの面も多々出てまいります。

１）不平等化の進展

そのマイナスの面を幾つか挙げると、1つは、何といっても不平等化という問題であるかと思います。こ

れは、もちろんアメリカの国内でも起こっているわけですが、世界的にみて、やはり不平等化が促進さ

れている可能性がかなり強いということです。新古典派の経済成長理論によりますと、世界経済という

のは1人当たり所得でみて、やがては収れんの方向に向かうのではないかとみられていた時期もあったの

ですけれども、最近いろいろなデータがそろったことをベースにいろいろな分析が行われております

が、決して平等化が進んだとはいえない。むしろ、不平等化が進んでいるのではないか。収れんよりも

むしろ拡散現象が起こっている、これが大方の見方であると思います。しかも、ほうっておくとその差

がますます広がる可能性があるということで、ことしの世界銀行の世界開発報告は、知識の格差問題と

いうのを取り上げています。ほうっておくと知識の格差がどんどん広がる。そのことによって、経済の

格差も広がるということを指摘しているわけです。ほうっておくと、恐らく世界経済の不平等化が進む

可能性がある。

２）不安定性の拡大

もう1つは、不安定性という問題です。いまやグローバル経済のもとで資本市場は世界がほとんど一体化

してきたという状況です。アメリカが景気がいいといえばお金がニューヨーク市場に動くし、日本の景

気回復がみえてきたといえば東京市場に流れるということで、いまやニューヨーク・ダウの構成の会社

の株と日経平均の構成の会社の株を合体した、グローバルな株式相場の市場をつくろうという動きも出

ていることが示すように、まさにグローバル化したわけです。これが国の発展段階と余り関係なく、ア

メリカ、あるいはＩＭＦ主導でどんどん進んだ結果として、1997年のアジアの通貨金融危機がもたらさ

れたのではないかということです。ラテンアメリカでも同じことが起こっている。東京市場でも、今ま

でそういう点からヘッジファンドのようなものがいろいろと投機的な動きをすることによって、株式市

場、あるいは為替市場が大幅に変動したということもいわれているわけでありまして、これまたほうっ

ておきますとさらに不安定化が進むという状況であるかと思うわけです。これらの点を考えると、今ま
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でのやり方は大きく改める必要があるだろう。具体的なやり方はなかなか知恵が出てこないわけですけ

れども、何らかの改革が必要であるところまで今、来ているように思われます。

３）環境への悪影響

3つ目の問題は、実は環境問題です。国際競争が激しくなると、競争上、どうしても環境に余り力を入れ

ない国が出てくるという問題があります。これも非常に問題ですが、果たして環境に力を入れると国際

競争上負けてしまうのかという点については、理論的にも実証的にも非常に大きな疑問があります。日

本の自動車規制の場合のように、中長期的にみると、環境に力を入れた方が競争力が高まるという例も

あるわけで、必ずしもそうともいえない。しかし、そういう懸念があることも確かです。

それから、いわばプロダクションヘブンといいますか、国際経済が一体化して、どこへ行ってもいい、

どこで生産してもいいということになると、やはり環境上の規制が一番緩いところに直接投資が集中し

て、そこで生産が行われることによって、世界環境が悪化するのではないかという懸念もあります。こ

れも決して証明されてはいません。直接投資の流れと産業の汚染発生度というものを比べて分析してみ

ても、必ずしも有意な相関がみられないという結果もでています。けれども、そういう懸念は依然とし

てある。

貿易の自由化がどんどん進むということは、今まで我々はそのことによって経済的なウエルフェアが高

まると考えてきたわけで、今でも考えているわけです。しかし、考えてみると、途上国まで巻き込んで

グローバル化が進むという中で、途上国の所有権の制度が確立しないままそれが進むと、途上国の資源

がどんどん輸出されて、結局、後でその途上国は発展のための資源が失われてしまうということにもつ

ながりかねない。さらには、もし欧米型の大量消費、大量生産というカルチャーが世界の隅々まで広が

るとすれば、資源、環境に対する圧力に対して対応が不可能になってくるのではないかという非常に大

きな問題にもつながる。グローバリゼーションというものは、そういう問題点も秘めているのではない

かという評価をする必要があると思います。

アメリカ経済の見通し

世界の動きの中心となっているアメリカの経済は、いまや戦後最大の経済拡大の記録を間もなく更新す
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ることはほぼ確実とみられています。来年の２月ぐらいには60年代における９年間の景気拡大記録を超

え、さらにそれを更新するだろうとみられるほどの好調ぶりです。ここ3年ほど、４％を超える成長が実

現した。失業率も日本をさらに下回る低い水準になって、インフレもまだ起きていないということでは

ありますが、アメリカ経済がここまでよくなったという背景には、グローバリゼーションの結果とし

て、世界中の資本がアメリカに集まってきた。そのために、アメリカの家計はいまや貯蓄率がマイナス

ですけれども、世界中の貯蓄に依存して株価は上がる。民間設備投資は10年近く活況を呈している。そ

の源泉になっているのは、国内の貯蓄というよりは、むしろ外国からの貯蓄の流入である。この結果、

アメリカの対外累積債務は１兆 5,000億ドルという考えられないほどの巨額に達しています。もちろん貿

易赤字も年々ふえ続けてきた。最近、多少とまった傾向もあるようですが、そのようなことです。

したがって、俗にいうと、アメリカの一人勝ち現象、経済の一極集中現象ということがかなり進んでい

るわけですが、これはアメリカにとっては非常にいいことなのですけれども、世界経済にとっては必ず

しも好ましいことではなかろうということです。そうした中で、アメリカの株が調整局面に入ったこと

は間違いないと思われるわけですけれども、どのような形で調整が行われるか。ソフトランディング型

になるのか、ハードランディング型になるのか、先ほど申し上げましたこういう問題に突き当たってい

るわけです。今みてまいりましたようなアメリカを中心に据えた世界のグローバリゼーションの進行と

いうことを考えますと、アメリカの株価もそう簡単に崩落するということは考えられない。むしろ、ソ

フトランディングの可能性の方が強いのではないだろうか。もちろん、リスクはあります。リスクはあ

るけれども、少なくとも当面、そういうことはない。今既に１割ぐらい調整が起こっているわけですけ

れども、２割、３割ぐらいの調整は起こるかもしれないが、その範囲内でとどまるのではないか。そう

であれば、ソフトランディングが可能なのではないかということです。

いずれにしても、幾らか経済的なコストをそこで払うわけですけれども、やはりアメリカはそれ以上に

社会的なコストを抱えていて、アメリカ国内の所得の不平等化がどんどん進んでいる。これはご承知の

とおりです。低所得者層の所得は絶対水準が下がって、高所得者層の所得水準が絶対的にどんどん上

がっていくという形で不平等化が進んでいます。経済の活性化と裏腹にこの現象が進んだという点に問

題がありはしないか。また、アメリカの世界は麻薬とか犯罪の問題がだんだんと深刻化し続けてきた。

ここに来て、経済の活況のために、多少この傾向が反転している。所得の不平等も多少直ってきている

という傾向もありますが、大きな流れとしては、依然としてそういう問題を抱えているということでは
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ないかと思います。ちなみに、日本も今まではＯＥＣＤの中で一番所得が平等な国であるといわれてき

ましたけれども、最近は不平等化が急速に進んでいる。また、犯罪率も急速に高まっているという意味

で、似たような傾向が出てきている点も注意する必要があると思います。

日本経済の中長期的課題～

研究開発・情報化の遅れを取り戻せ

そこで、日本の状況ですけれども、日本は研究開発に非常におくれをとったということがいえると同時

に、情報化にも非常におくれをとったということがいえると思います。この点は、連合総研の今年度の

報告書に詳しく分析が行われていますので、細かくは申し上げないことにしますけれども、情報化につ

いていえば、アメリカにざっと10年ぐらいはおくれているということではないかと思います。研究開発

については、大学の教育水準、研究水準、大学院の研究水準、基礎研究の水準、世界との共同研究の程

度というものから考えて、これまたかなりおくれをとっているということですので、今後の日本の課題

としましては、当面の景気の問題は一応別として、中長期的には、今いったような点が一番重要な課題

として我々の前にあるのではないかと思うわけです。

何故“失われた10年”が発生したのか

次に、果たして今の景気が中長期的な成長にうまくつながっていくかどうかという点が、今、我々の直

面している最大のポイントになってきたのではないか。景気自体は、既に最悪の事態を越えつつある。

これも下期に非常に問題が残るわけです。円高にもなりますし、公共投資は去年と比べて6兆円ぐらい足

りないという状況ですから、対策でこれを補っていくことが必要です。そういうことをやって、成長率

をプラスにもっていく、これが当面の最大の課題ですが、むしろその後で本当に成長ができるのかとい

うことになりますと、人的資本能力とか研究開発ということが最大の問題になってくるということでは

ないかと思います。それがおくれたというのが、日本の景気停滞がここまで長引いた最大の原因である

と思うわけです。

もちろん、日本経済の低迷、あるいは失われた10年というものの原因の１つは、政策の失敗にありま

す。97年以降の実質10兆円を上回る、経済に対するマイナスの効果をもつ予算、消費税の増税とか公共
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事業の削減というものを含めて、大きなマイナスの影響がもたらされた。これが非常に大きかった。さ

らにそれを逆転させて、景気に対してプラスの方向に政策を転換するのに時間がかかったということも

ありました。不良債権の処理がおくれた。そのことによって不良債権が拡大した。また、ビッグバンと

いうものに移行することが提唱されましたが、その準備がセーフティーネット１つとってもできていな

かったし、貸し渋り対策もできていなかった。そのようないろいろな問題がありますが、その根底に

あったのは、制度的な問題だったのではないか。その制度として一番大きいものは、護送船団方式によ

る行政と民間金融機関との一種の協力関係といいますか、癒着の関係が出てきた。これが一番大きな問

題だったと思います。

しかし、これは金融面だけの問題かというと、決してそうではないわけで、産業の面でも通産省を中心

とする行政指導を軸とした行政介入というものが長年にわたって行われてきた。運輸行政もそうだった

し、郵政行政もそうだった。文部行政もそうだったと考えますと、いわば日本経済全体が拡大護送船団

方式のもとで運営されてきたのではないかという感じがするわけです。そういう体制になりますと、そ

こで構造的な要因が起こってまいりまして、資源の配分が固定化する。したがって、予算の配分も固定

化する。公共事業の配分も固定化する。社会全体が固定化してしまう。そうなると、新しいものに対し

て対応する能力が低下する。経済成長率も低下するといわれております。規制等のマイナスの効果が働

く。そういうことで、次第次第に経済の活力というものが失われていく。それによる経済の低迷が日本

経済の中でも起こってきたのではないかという気がします。そのことによって、情報化に乗りおくれて

しまいまして、アメリカに10年のおくれをとった。

日本経済回復・成長への課題

このような制度的、構造的要因の上に政策の失敗というものが重なりまして、我々はいわゆる失われた

10年というものを経験してくることになったのではないかという気がします。したがいまして、今後の

10年間、日本経済を景気の回復からさらに長期的な成長につなげていくという大きな課題が我々の前に

あり、失われた10年の反省から考えますと、やはり技術革新をやらなければならない、人的資本をもっ

と育成しなければならないということであります。その根底にある制度の開放性といいますか、今まで

我々がつくってきた制度というのは、高度成長のもと、つまり経済が根本において非常に活力に満ちて


	www.rengo-soken.or.jp
	視点
	寄稿
	報告


